建設業界の社会保険未加入対策として

建設業法施行規則の一部が改正されました
建設労働者の処遇を向上し建設産業を魅力ある職場にするため、行政・元請企業・下請企業など関係者が一体となって保険加入徹底に向けた取組みを行います。
１　建設業許可申請書に保険加入状況を記載した書面の添付が必要となります。
　　　　　　【平成24年11月1日から実施】
建設業許可申請時（業種追加、更新を含む。）に、保険加入状況について記載した書面を提出いただき、保険加入の確認、指導等を行います。
また、保険未加入企業に対しては、文書により保険加入を指導し、一定期間後に加入状況の報告を求めます。指導後も保険に加入しない場合には、社会保険担当部局（日本年金機構、地方労働局等）に企業名を通報します。
新たに添付が必要となる書類
◆様式第20号の3　健康保険等の加入状況

健康保険等の加入状況の確認方法

· 「健康保険」及び「厚生年金保険」の加入を確認するため、次の①又は②を確認します。
（いずれも申請時の直近のものであること）

1 健康保険及び厚生年金保険の保険料の納入に関する領収証書
2 健康保険及び厚生年金保険の納入証明書（原本）

· 「雇用保険」の加入を確認するため、次の①又は②を確認します。
　　（いずれも申請時の直近のものであること）

1 労働保険概算・確定保険料申告書の控え又は保険料の領収済通知書
2 雇用保険料納入証明書（原本）

　　適用事業所

· 「健康保険」及び「厚生年金保険」
・法人の事業所

・個人経営で常時5人以上の労働者を使用する事業所

※全国土木建築国民健康保険組合等（いわゆる「建設国保」）の国民健康保険に加入している場合の健康保険は、適用除外となります。
◆「雇用保険」

　　　　・労働者を1人以上雇用する事業所
2　経営事項審査における保険未加入企業の減点措置が拡大されました
　【平成24年7月1日から実施中】
経営事項審査の社会性等（労働福祉の状況）に係る項目及び審査基準が次のとおり見直されました。
<改正項目等>　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 評価項目のうち「健康保険及び厚生年金保険」が、「健康保険」と「厚生年金保険」に区分されました。

· 「雇用保険」、「健康保険」及び「厚生年金保険」の各項目が、未加入の場合それぞれ40点の減点となりました。（3つの保険に未加入の場合、従来は60点減点でしたが、120点の減点となっています。）
また、平成24年11月1日から、保険未加入企業に対しては、文書により保険加入を指導し、一定期間後に加入状況の報告を求めます。指導後も保険に加入しない場合には、社会保険担当部局（日本年金機構、地方労働局等）に企業名を通報します。
３　施工体制台帳等に保険加入状況の記載が必要となります。
　【平成24年11月1日から実施】
施工体制台帳に、特定建設業者及び下請企業の保険加入状況を記載していただきます。

また、下請企業には、再下請企業の保険加入状況を特定建設業者に通知していただきます。

　　　様式等については、国土交通省のホームページから「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」を御参照ください。

http://www.mlit.go.jp/common/000216921.pdf
建設業許可、経営事項審査に関する問い合わせ先
　　熊本県土木部監理課建設業班　　電話０９６－３３３－２４８５

※雇用保険に関する質問・相談は、最寄りの公共職業安定所にお問い合わせください。

※健康保険及び厚生年金保険に関する質問・相談は、最寄りの年金事務所にお問い合わせください。
